
２．調査結果の主なポイント

（１）直近では「変動型」利用が４５．１％まで増加

・ 直近２月では、民間住宅ローン利用者の４５．１％が利用するまでに「変動型」利用が増加＜ｐ５＞

・ 今後１年間の金利は「ほとんど変わらない」とする回答は、前回調査（08年10月実施）の２７．０％
から３８．９％に増え、 特に、「変動型」利用者では４６．９％に増加しており、民間住宅ローン利用
者の金利先高感は大幅に低下している。 ＜ｐ１０＞

（２）住宅ローン選択の決め手は、圧倒的に“金利の低さ“

・ 住宅ローン選択理由では、「金利が低かった」とする回答が７２．７％と圧倒的多数だが、２番手
であった「住宅・販売事業者に勧められた」は前回調査（08年10月実施）の３１．８％から２２．６％
に減り、「諸費用等が安かった」が２１．３％から２６．４％に増えており、家計の負担軽減など生活
防衛に向けた意向がうかがえる。＜ｐ４＞

（３）住宅ローンに関する情報入手経路では、金融機関の影響力がアップ

・ 住宅ローン決定に関する情報入手経路としては、「住宅・販売事業者」の影響力が４０．２％と
大きいが、前回調査（08年10月実施）の５４．４％から影響力は低下。一方、「金融機関」の影響
力は１４．３％から１９．４％に増えている。＜ｐ３＞
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【 概 要 】

１．調査の概要

調査対象期間(平成20年11月～平成21年2月)に民間住宅ローンを借入した方を対象とし、利用した
住宅ローンの金利タイプ別や住宅ローン選びに関する事項について、インターネットによるアンケート
調査を実施(2/4～2/9)し、その結果を取りまとめたものである。回答数：1,030件。

本調査結果の詳細は、住宅金融支援機構HP（http://www.jhf.go.jp/research/loan/index.html）にて掲載中！

参 考

０８年夏以降、欧米を中心とした金融危機や世界経済の減速に伴い、国内経済も利下げ
や景気後退などを背景に、超低金利下で住宅ローン利用者の金利先高感は、大幅に低下し、
返済負担の軽減を図るため、直近（２月）では「変動型」利用割合が４５．１％まで増え
てきている。
住宅ローン獲得競争の中で、従来にも増して金利優遇等を中心に、金融機関による直接的

な顧客への営業展開などがうかがえる。

※ 一般に「変動型」商品の適用金利は、半年毎に見直され、５年毎の返済額見直に際して一定の措置があるのが
一般的だが、金利上昇が大きい場合、未払利息発生により、将来の支払いに課題を残す可能性があるため、「変
動型」利用に当たっては十分な注意が必要。


